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 国総研は，中低層建物や一般橋の被害との相関が高いとされる周期1～2秒の地震動に着目し，強震記録

の分析により地震発生直後に被害の規模感が把握できる情報を作成して災害対応従事者に自動配信する取

り組みを行っている．本稿では，この取り組みの経緯，被害発生ラインと加速度応答スペクトルの比較に

より被害規模感を把握する方法および自動配信の仕組みを述べるとともに，配信するスペクトル分析情報

が被害規模感把握に役立つかどうかを実被害と比較して検証した．その結果，被災道路橋の有無や被害が

限定的か否かを概ね正確に判断でき，地震発生直後に被害の規模感を把握するための情報として有用であ

ることが示された．  
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1. はじめに 

 

国土交通省は，地震による強い揺れが観測されると

直ちに所管施設の点検を開始する．発生時刻や被害の大

きさ・分布によっては被害状況の把握に時間を要するこ

ともあるものの，災害対応従事者は，限られた情報の中

でいち早く全体の状況を把握し，的確に対応を進める必

要がある． 

特に地震発生直後の情報空白期には，震度分布の他

にはCCTVカメラ映像や報道情報しかなく，さらに夜間

はこれらの映像から得られる情報も限られる．そのため，

国土技術政策総合研究所（以下，国総研）では，地震発

生直後に得られる情報の充足に向け，プローブ情報や

SNS，光ファイバ線路監視を活用した被災状況の把握可

能性を調査・検証してきている1-3)． 

地震発生直後に得られる情報として，上述の通り震

度分布があるが，計測震度は建物被害率との相関には改

善の余地があることが指摘されている4)．建物の弾性固

有周期は0.2～0.5秒程度とされ，また計測震度は人体感

覚への影響が大きい周期0.1～1秒の平均加速度応答・平

均速度応答との相関が高い指標である4)から，これらの

周期帯は概ね対応している．にもかかわらず，建物被害

率と計測震度との相関が高くないのは，建物の応答が弾

性限界を超え，建物が塑性化し剛性が低下することで，

その影響を考慮した固有周期（等価固有周期）が1～2秒

程度にまで長くなるためと考えられている4)． 

土木構造物にも同様に，被害と震度の相関が高くな

いものがある．例えば道路橋（一般橋）の弾性固有周期

は振動試験から0.3～0.8秒程度（6橋）5)，強震観測結果

の分析から0.3～0.5秒程度（2橋） 6)といった結果がある

が，強震動が作用し塑性域に入ると固有周期が長くなる

ことから，周期1～2秒が卓越する1995年兵庫県南部地震

のJR鷹取駅の記録等が一般橋の被害に影響の大きい記録

とされている． 

以上のような背景から，国総研では，中低層建物や

一般橋の被害との相関が高いとされる周期1～2秒の地震

動を主な対象として，強震記録の分析により地震発生直

後に被害の規模感が把握できる情報を作成し，災害対応

従事者に自動配信する取り組みを行っている． 

本稿では，この取り組みの経緯と情報の内容および



 

 

自動配信の仕組みを紹介するとともに，被害規模感把握

に役立つかどうかを実被害と比較して検証した結果を述

べる．  

 

 

2. 取り組みの経緯 

 

(1) K-NET, KiK-netの活用 

国総研では従前から，被害地震の際に観測された強

震記録の加速度応答スペクトルを過去の代表的な被害地

震，特に甚大な構造物被害をもたらした1995年兵庫県南

部地震の強震記録と比較することにより，強震動と被害

規模との関係を緊急調査速報7)や現地調査報告8)等で報告

してきた．これらの報告では基本的に国土交通省の観測

で得られた強震記録が用いられているが，加速度応答ス

ペクトルの算出に必要な時刻歴波形データの取得には現

地での回収作業が必要であり，上記の報告にも数週間を

要することが多かった． 

一方，（国研）防災科学技術研究所はK-NET, KiK-net9)

で観測された時刻歴波形データをウェブサイトで公開し

ているため，夜間や休日等の参集を考慮しても，地震発

生後数時間で加速度応答スペクトルを算出し比較するこ

とが可能になった．国総研ではK-NET, KiK-netウェブサ

イトから得たデータの解凍・分析・図化を容易に実行で

きるソフトウェアを開発し，応答スペクトルの比較等を

速やかに実施できるようにした． 

 

(2) スペクトル分析情報の作成・共有 

2008年岩手・宮城内陸地震では震度と被害の食い違い

が指摘され（図-1），これらを契機として気象庁震度階

級関連解説表が改定された11)．2009年駿河湾の地震の際

には災害対応従事者からも地震動の構造物への影響を把

握したいという要望があり，国総研では記者発表12)を行

うとともに，最大震度6弱以上の地震発生時には同様の

情報「スペクトル分析情報」を速やかに作成し，省内関

係者間で共有することとした． 

次に発生した最大震度6弱以上の地震は2011東北地方

太平洋沖地震（最大震度7）であり，直後の停電により

K-NET, KiK-net 観測データの公開が停止し13)，スペクトル

分析情報を作成することができなかった．データ公開が

再開された3月15日に発生した静岡県東部の地震以降は，

同年4月7日の宮城県沖の地震，2013年淡路島の地震，

2014年長野県神城断層地震等の際にスペクトル分析情報

を作成，共有してきた． 

 

(3) 自動配信の試行 

 2016年熊本地震は2つの大きな前震と本震が夜間に発

生したこともあり，スペクトル分析情報（図-2）は被害

の規模感を知る貴重な情報となった．一方，職員が参集

したのちデータのダウンロードを行い分析・図化・資料

作成等を行う必要があったため，最大前震や本震では発

生後3～4時間を要し，地震発生直後の情報空白期に活用

 

図-2 熊本地震（最大前震）のスペクトル分析情報 

 
図-1 震度と被害の食い違いを指摘する新聞記事 10) 



 

 

することはできなかった． 

 このような状況を改善するため，SIP防災研究「レジ

リエントな防災・減災機能の強化」の国総研担当課題

「インフラ被災情報のリアルタイム収集・集約・共有技

術の開発」において，K-NET即時公開データを活用して

スペクトル分析情報を自動配信する仕組みを構築するこ

ととした．本課題で開発した情報分析・意思決定支援シ

ステム14), 15)に自動配信機能を組み込み，試験運用を経て，

2017年4月から試行として国土交通本省，地方整備局等

の関係部局に電子メールでの自動配信を行っている． 

配信は最大震度を基準に震度3以上からアドレスごと

に選択できるようになっており，現時点では全てのアド

レスで震度4以上または震度5弱以上のいずれかが選択さ

れている． 

 

 

3. スペクトル分析情報 

 

(1) 情報内容 

図-3は自動配信されるスペクトル分析情報のイメージ

を示したものである．図-3左図は得られたK-NET観測記

録から計測震度の大きい上位10地点の加速度応答スペク

トル（減衰定数5%，水平2成分合成）とともに，被害発

生ライン（後述）および近年の被害地震の代表的な観測

記録（表-1）の加速度応答スペクトルを表示している． 

図-3右図は行政界で区分した震度分布に加速度応答ス

ペクトルを表示した観測点の位置を重ねた地図であり，

被害発生ラインを超えた観測点は強調表示される． 

 

(2) 被害発生ライン 

被害発生ラインは構造物被害発生の目安を表す．あ

る地震で得られたK-NET観測記録の加速度応答スペクト

 
図-3 スペクトル分析情報（イメージ） 

 

表-1 スペクトル分析情報に加速度応答スペクトルが表示され

ている近年の被害地震の代表的な強震記録 

地震 観測点 観測機関 

1995年兵庫県南部 JR鷹取駅 JR総研 

2003年十勝沖 大樹町生花 国土交通省 

2004年新潟県中越 妙見堰管理支所 国土交通省 

2008年岩手・宮城内陸 KiK-net一関西 防災科研 

2011年東北地方太平洋沖 K-NET仙台 防災科研 

2016年熊本 KiK-net益城 防災科研 

 

表-2 被害が限定的であった地震のリスト 

地震 
気象庁マグ

ニチュード 
最大

震度 
全壊住

家棟数 

2003年宮城県沖 7.1 6弱 2 
2005年宮城県沖 7.2 6弱 1 
2008年岩手県沿岸北部 6.8 6弱 1 
2009年駿河湾 6.5 6弱 0 
2011年静岡県東部 6.4 6強 0 
2013年淡路島付近 6.3 6弱 8 
2016年内浦湾 5.3 6弱 0 
2016年茨城県北部 6.3 6弱 0 

 



 

 

ルが被害発生ラインを一部でも超えれば被害発生のおそ

れあり，超えなければ被害は限定的と推察する．また，

多くの加速度応答スペクトルが被害発生ラインを超えて

いれば，それだけ広い地域で被害発生のおそれありと推

察する． 

強い地震動が生じた地域に構造物がなければ被害は

発生しないため，ある地震の構造物被害が限定的であっ

たとしても，同じ地震動が別の地域で生じれば被害が発

生する可能性がある．このような地域差を小さくするた

めには，全国に数多く存在する構造物の被害に着目する

必要がある．例えば道路橋（橋長2m以上は約69万橋16)）

と比較して住宅（約6242万戸17)）は全国に約90倍存在し

ており，住宅被害の方が道路橋被害よりも観測される地

震動強度との統計的な対応が良いと考えられる． 

ここでは全壊住家棟数が10棟未満の地震を「被害が限

定的であった地震」と定義し，これに該当する地震（表

-2）の際に得られたK-NET観測記録の加速度応答スペク

トルを算出した結果を図-4に示す．固有周期1～2秒を対

象にこれらの記録の上限をもとにした両対数グラフ上の

線分を被害発生ラインとしている． 

 

(3) 参考情報 

スペクトル分析情報を受信する災害対応従事者は人

事異動等で入れ替わるため，情報の理解を助けることも

求められる．図-5はスペクトル分析情報とあわせて配信

する参考情報であり，図-3と図-5の3枚の情報を一つの

PDFファイルとして配信している． 

参考情報Aは上記(2)で述べたスペクトル分析情報の

見方や被害発生ラインを説明したもの，参考情報Bは近

年の代表的な被害地震とその被害を説明したものである．

参考情報Bは表-1と同じ地震を対象に，国土交通省や消

防庁等から公表されている災害情報等に基づく被害の数

量（全壊住家棟数，インフラ被害箇所数など）とともに，

各地震や被害の特徴を説明している． 

 

(4) 自動配信の仕組みと配信条件 

K-NET即時公開データのダウンロードからスペクトル

分析情報の自動配信に至る仕組みを図-6に示す．記録の

アップロードにはある程度の時間を要する一方，情報配

信のタイミングが遅くなることや複数の地震が連続して

発生した場合のデータの混同を避ける必要もあるため，

試行錯誤の結果，現時点では，地震発生後8分間データ

を蓄積してから分析を開始することとしている．これに

より，地震発生後概ね15分以内での情報配信ができてい

る． 

即時公開データのアップロードがない場合，アップ

ロードされた記録の数や震度階が基準に達しない場合に

は，不要な情報や誤った安全情報を配信しないよう，ス

 

図-4 被害発生ラインと被害が限定的であった8地震で得られ

た強震記録の加速度応答スペクトル（減衰定数 5%，

水平 2成分合成） 

 

 

(a) 参考情報A（スペクトル分析情報の見方） 

 

 

(b) 参考情報B（近年の代表的な被害地震とその被害の概要） 

図-5 スペクトル分析情報の参考情報 
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ペクトル分析情報を作成しなかったことを通知している．

例えば2003～2018年に発生した最大震度6弱以上の22地

震では，気象庁の最大震度よりもK-NET観測記録の最大

震度階級が2階級以上小さくなる地震が3つ（後出表-3参

照）あり，これら3地震ではスペクトル分析情報の自動

配信はなされたかったことになる． 

なお，自動配信がなされない場合も含め，KiK-net等で

強い地震動の時刻歴波形データが公開されたときには，

必要に応じて手動で加速度応答スペクトルと被害に関す

るコメントを追記したスペクトル分析情報を図-2のよう

な形式で第2報等として配信している． 

 

 

4. スペクトル分析情報の検証 

 

本章では，被害発生ラインを構造物被害発生の目安

とすることの妥当性を評価する．表-3は2003～2018年に

発生した最大震度6弱以上の22地震を対象に，配信条件

の適否，被害発生ラインを一部でも上回る加速度応答ス

ペクトルの数，被災道路橋数と全壊住家棟数を示したも

のである． 

被災道路橋は道路交通に影響する被災度B（中被害：

耐荷力の低下に影響のある損傷）18)以上と判断されるも

のを国総研資料・国総研報告等19)-27)をもとに計上した．

ただし被災橋梁数が多い2011年東北地方太平洋沖は岩手

県，宮城県，福島県，NEXCO東日本，国土交通省等の

橋梁被害を集計したデータ28)のうち損傷原因が「地震動」

と整理された道路橋29)から計上した．同様に2016年熊本

地震は大分県，熊本県，NEXCO西日本，国土交通省で

実施された緊急点検の結果のうち地震動の作用により被

害を受けたとみられる道路橋30)から計上した．2018年北

海道胆振東部地震は（公社）土木学会の地震被害調査報

告書31)からパイルベントの破断や支承部のやや大きな損

傷が生じたものを計上した．市町村管理のものを含めた

全ての道路橋被害を網羅することは困難であるが，現時

点で入手可能な情報をもとに抽出・計上している．なお，

2016年熊本地震で被災度B以上となった50橋の主な損傷

部位は，基礎が6橋，橋脚が4橋，支承部が40橋で，支承

部の損傷が大半を占めている30)．  

全壊住家棟数は消防庁災害情報32)に基づいている．

2011年東北地方太平洋沖地震は沿岸部の市区町村を対象

外としたもの33)を用いた． 

 なお，2011年東北地方太平洋沖地震の余震と2016年熊

本地震の前震・余震は，被害数を本震と分離することが

困難なため対象外とした． 

 

(1) 被災道路橋数と全壊住家棟数による検証 

配信条件に適合する19地震のうち，被害発生ラインを

一部でも上回る加速度応答スペクトルがあったものは9

地震あり，これら9地震では少なくとも1橋の被災道路橋

と30棟の全壊住家が生じている． 

同じく配信条件に適合する19地震のうち，被害発生ラ

 

図-6 スペクトル分析情報の自動配信の仕組みと配信のための条件 

 



 

 

インを上回る加速度応答スペクトルがなかった10地震で

は被災道路橋がみられない． したがって，被害発生ラ

インは被災道路橋の有無を推測するための良い目安とな

っていることがわかる． 

同じ10地震から被害発生ラインの決定に用いた7地震

を除外すると，残りの3地震では77棟，18棟，21棟の全

壊住家が生じ，「被害が限定的であった地震」の定義か

ら外れている．この原因を考えてみる． 

2014年長野県神城断層地震では，全壊住家77棟のうち

33棟が白馬村堀之内地区で生じている一方で，K-NET白

馬観測点の周辺地区では全壊住家は生じていない34)．K-

NET白馬観測点の周辺と堀之内地区で実施された余震観

測35)によれば，堀之内地区は震度5強を記録したK-NET白

馬観測点よりもかなり揺れやすい結果を示しており，局

所的に強い揺れが生じた可能性がある． 

このように局所的な強い揺れにより集中的な被害が

生じた場合，K-NET観測記録に基づくスペクトル分析情

報は誤った情報になる可能性がある．スペクトル分析情

報の活用に当たり，災害対応従事者はこのような情報の

もつ限界を理解しておく必要がある． 

 

(2) 気象庁最大震度との比較 

 表-3から，最大震度6強以上の地震では，被害発生ラ

インを一部でも上回る加速度応答スペクトルが得られて

いる場合が多く，配信条件に適合する8地震のうち，

2011年静岡県東部の地震以外の7地震が該当する．また，

配信条件に適合する最大震度6弱の11地震では，2003年

十勝沖地震と2005年福岡県西方沖地震で被害発生ライン

を一部でも上回る加速度応答スペクトルが得られている． 

 したがって，最大震度6弱の地震は被害が限定的，最

大震度6強以上はそうではない，と考えても，19地震の

うち16地震では被害発生ラインによる判断と同じである．

一方，2011年静岡県東部の地震の被害は限定的，2003年

十勝沖地震と2005年福岡県西方沖の地震ではやや多くの

被害が発生しているため，この3つの地震に関しては被

害発生ラインによる判断の方が実被害に近い結果になっ

ている． 

 ただし，配信条件に適合しなければスペクトル分析情

報は配信されない．したがって，どちらか一方ではなく，

震度情報に加え配信された場合にはスペクトル分析情報

もあわせて，広域連携体制の構築判断など災害対応に活

用していくことが望ましい． 

表-3 被害発生ラインを基準とする構造物被害規模の評価（2003～2018年に発生した最大震度6弱以上の地震） 

地震 
最大 
震度 

配信 
条件 

上回 
る数 a) 

被災道路橋 全壊住家 

数 評価b) 棟数 評価c) 

2003年宮城県沖 6弱 ○ 0 0 ○ 2 - 

2003年宮城県北部 6強 × 0 1 × 1,276 × 

2003年十勝沖 6弱 ○ 4 4 ○ 116 ○ 

2004年新潟県中越 7 ○ 2 16 ○ 3,175 ○ 

2005年福岡県西方沖 6弱 ○ 1 1 ○ 144 ○ 

2005年宮城県沖 6弱 ○ 0 0 ○ 1 - 

2007年能登半島 6強 ○ 2 3 ○ 686 ○ 

2007年新潟県中越沖 6強 ○ 1 3 ○ 1,331 ○ 

2008年岩手・宮城内陸 6強 ○ 2 5 ○ 30 ○ 

2008年岩手県沿岸 6弱 ○ 0 0 ○ 1 - 

2009年駿河湾 6弱 ○ 0 0 ○ 0 - 

2011年東北地方太平洋沖 7 ○ 2 29 ○ 8,203 ○ 

2011年長野県北部 6強 × 0 3 × 72 × 

2011年静岡県東部 6強 ○ 0 0 ○ 0 - 

2013年淡路島付近 6弱 ○ 0 0 ○ 8 - 

2014年長野県神城断層 6弱 ○ 0 0 ○ 77 × 

2016年熊本 7 ○ 4 50 ○ 8,667 ○ 

2016年内浦湾 6弱 ○ 0 0 ○ 0 - 

2016年鳥取県中部 6弱 ○ 0 0 ○ 18 × 

2016年茨城県北部 6弱 × 0 0 ○ 0 - 

2018年大阪府北部 6弱 ○ 0 0 ○ 21 × 

2018年北海道胆振東部 7 ○ 2 3 ○ 469 ○ 
a) 被害発生ラインを一部でも上回る加速度応答スペクトルの数． 
b)上回る数が0で被災道路橋数が0，または上回る数が1以上で被災道路橋数が1以上のとき○．これら以外は×． 
c)上回る数が0で全壊住家棟数が10未満，または上回る数が1以上で全壊住家棟数が10以上のとき○．これら以外は×． 
網掛けは配信条件に適合しない，または被害発生ラインの決定に用いたため評価対象外としたもの． 



 

 

5. まとめ 

 

 本稿では，強震記録の分析により地震発生直後に被害

の規模感が把握できる情報を作成し，災害対応従事者に

自動配信する国総研の取り組みを過去の経緯も含め紹介

した．また，配信するスペクトル分析情報が被害規模感

の把握に役立つかどうかを実被害と比較して検証した．

その結果，被災道路橋の有無や全壊住家棟数が限定的か

否かを概ね正確に判断でき，被害規模感を把握するため

の情報として気象庁震度とあわせて有用であることが示

された． 

 気象庁震度は全国に速報される体制が整っている唯一

の地震動指標であるが，構造物の被害との関連付けには

限界があり，工学的に意味がある指標に基づいて構造物

の被害と揺れの強さの関係を説明していくことが重要で

ある36)．すでに述べたようにスペクトル分析情報は地方

整備局等の災害対応従事者に配信され，耐震設計基準に

示されている加速度応答スペクトルとはどのような指標

で，構造物の被害に影響する地震動とはどのようなもの

かという地震常襲国日本の構造物管理上きわめて重要か

つ基本となる知識が，地震工学に馴染みのなかった幅広

い技術者にも理解されるようになってきている．国総研

ではこのような啓蒙効果も重要と考えて情報配信に取り

組んでいる． 

 スペクトル分析情報は，観測記録の取得，情報の内容

や限界が利用者によりよく理解される説明や配信方法も

含め，随時改善・充実を図っている．本稿の内容は執筆

時点のものである点をご理解いただきたい． 
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AUTOMATIC DELIVERY OF THE EARTHQUAKE SPECTRUM INFORMATION 

FOR EARLY GRASP OF DAMAGE OUTLINE 
 

Shojiro KATAOKA, Yoshihiro NAKAO, Yosuke ISHII and Kazuho OOMICHI 
 

  Natinal Institute for Land and Infrastructure Management has been delivering the Earthquake Spectrum 
Information (ESI) for early grasp of damage outline in order to support smooth and prompt crisis manage-
ment. ESI compares acceleration response spectra shortly aften an earthquake occurrence with the damage 
border. The damage border was set based on acceleration response spectra in the period range between 1s 
and 2s, which is highly related to damage to mid-to-low rise houses and normal bridges,  of K-NET strong 
motion records of earthquakes with limited damage. This paper explains the contents of ESI and its auto-
matic delivery system as well as the verification of ESI using damage data of recent major earthquakes. 


